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広域スポーツセンター育成政策の実施過程に関する研究  

川遵保孝・柳沢和堆  

Implementationprocessofpolicies払rSportsCenterCoverlng  
aWideAreainprefbcture  

KAWABEYasutaka，YANAGISAWAKazuo  

Abstract  

Theobjectiveofthepresentstudywastodeterminetheactualconditionofpolicyprocessesinthe  

administrationofSportsCenterCoverlngaWideAreainprefecture・Inaddition，Weaimed（Oidentify  

factorsafftctingsuchpolicyprocesses・   

ThepresentstudyexaminedmunlCIPalsportspoliciesaspartofimplementationofnationalsports  

policies・PolicylmPlementationreferstotheentireprocessfromthedevelopmentofconcepttlalpolicies  

tothestagewheretheire庁ectsareactuallyexerted・Inotherwords，thisprocessincludesnotonlyspeCi（lc  

enfbrcementactivities，butalsoactivitiesfbrtranslatlnghighlyabstractpoliciesintomorespecilicpolicies・  

Vhfocusedontheprocessbywhichprefecturesadoptedthemodelprq］eCtforpromotlngSportsCenter  

CoverlngaWideArea，anationalpolicy，anddevelopedprqectplans．AnalysISWaSPerformedfromthe  

followlngperSPeCtives：administrativeorganizations，enforcementofficials，POlicylmPlementation  

activities，POlicies，andsocial，eCOnOmic，andpoliticalfactors．   

AcasestudyoftheprocessofestablishmentofSportsCenterCoverlngaWideAreainIbarakiPreftcture  

revealedthatimplementationofpoliciesfbrSportsCenterCoverlngaWideAreawasaffbctedbyval●ious  

factors asfollows：  

亡】 l）BecausethemunicipalitiesAfownpoliciesandprinciplesarevague，Prqjectplansareregulated  

based on national policies. 

2）Becauseenforcemento抗cialspossessmostoftheinformationandknowledgeaboutprqiects，Prqject  

COntentSareregulatedbytheirintentions．   

3）PrqjectplansareinfluencedbydepartmentsthathaveauthorityoverthebudgetandperSOnnel．   

4）Networkscross－referencedamongprefectureshaveastl・Onginfluenceonimplementation．  

Keywords：Implementationprocess，SportsCenterCoverlngaWideArea，ComprehensiveCommunlty  

SportsClub   

Ⅰ．問題の所在と目的  施策として行うべきであるか、その枠組みを関係   

少子高齢化・国際化一地方分権化という社会変  者の合意を調達しながら構築する政策官庁への移  

動の中で、地方自治体は変化を求められている。   行である34）。  

それは、地域の将来について、どのようなことを  この社会の流れほ、日本の地域スポーツ振興の  

筑波大学大学院人間総合科学研究科（体育科単糸）   



川過保孝・柳沢和碓  30   

業終了後、その事業規模は縮小傾「如こある直）。例  

えば、茨城県でほ文部科学省の広域SC育成モデ  

ル事業を受けて、平成15年度より広域SCを設置  

しているが、総合型地域スポーツクラブ（以下、  

総合型クラブ）の育成というその目的がまだ道半  

ばであるにもかかわらず、その事業規模は年々縮  

小し、独自性どころかその機能や存続すら疑わし  

い状況にある。   

このように都道府県による広域SCが縮小傾向  

に陥り、十分に機能を発揮できない背景には、政  

策そのものの内容に加え、政策を立案・執行・評  

価する行政組織やその過程に問題があると考えら  

れる。しかしながら、広域SC育成政策に関する  

組織や政策過程に関する実証研究の蓄積は十分で  

はなく、その実態すら1一分に把揺されていない。   

そこで、本研究では、広域SC育成モデル事業  

という国の政策を都道府県が導入し事業計画を作  

成する過程に焦点を当てて、広域SC育成政策が  

なぜ十分な成果を上げることができずその規模や  

機能を縮小しているのかを探るために、都道府県  

の広域SC育成政策における政策過程の実態と、  

政策過程に影響を与える要因を明らかにすること  

を目的とした。  

Ⅱ．研究の方法  

1．政策実施過程の先行研究   

政策とは、政府が追及する価値や目標とそれを  

実現する手段という両面を含んだ概念である師。  

政策の集合は、抽象的な次元から具体的なものに  

いたるさまぎまなレベルの政策が層をなして形作  

る一つの体系であり37）、法律、条例、予算、計画、  

政令、規則、要項、事業といったものは、すべて  

政策として捉えることができる。   

政策過程は、庄）政策課題の設定、②政策案の作  

成、③政策決定、④政策実施、（⑤政策評価、⑥  

フィードバックと続く一連の循環サイクルとして  

モデル化される19）。政策実施とは、政策決定され  

た抽象的・概念的な政策が徐々に具体化され、実  

際に政策の効果が生じるまでのプロセス全体を指  

す。つまり、規制活動やサービスの提供という具  

体的な執行活動側面とともに、法律や予算などの  

政策を実施するために、より下位レベルの政策を  

策定するという抽象度の高い政策をより具体的な  

政策へ翻訳する活動をも含んだ概念である14J。大  

森叫はそのような実施過程について、「行政担当   

中核を担ってきた地方自治体のスポーツ行政にお  

いても例外ではない。スポーツ行政においても、  

スポーツ教室やイベントの運営といった単なる事  

業の実施主体から、地域のスポーツ環境と地域生  

活の将来についてのビジョンと政策を示したうえ  

で、ステイクホルダーからの合意を得ながら政策  

を実現させる「政策実現型のスポーツ行政体」へ  

の変化が求められよう。   

国のスポーツ振興基本計画では、計画自体の性  

格を「地方の実情に即したスポーツ振興施策を主  

体的に進めるうえでの参考指針」21）と位置付け、  

各地方自治体に創意と工夫を凝らしたスポーツ振  

興施策を推進することを期待している。しかしな  

がら、政策立案の基礎資料となる独自のスポーツ  

や運動に関する住民意向調査を実施した市区町村  

は20．5％（平成17年11月時点）にすぎないユ3）。  

都道府県に日を向けると、近年、地方分権政策に  

おける道州制を見据え、その規模や機能に関する  

議論が深まっている技＝。佐藤3ヱ）は、都道府県の  

スポーツ行政について、市町村で実施不可能な事  

業や国の行政施策をうけて市町村の体育・スポー  

ツ行政につなぐような事業の実施に責任を持つと  

ころに特徴があるが、現実的には国と市町村をつ  

なぐパイプの働きや事業に重点が置かれがちであ  

ると指摘している。また、平成18年5月時点で44  

都道府県が独自のスポーツ振興に関する計画を策  

定もしくは策定中ではあるが、成瀬2B）はその施策  

項目について国のスポーツ振興基本計画の施策と  

の類似性を指摘し、中央の影響を如実に表したも  

のと指摘している。このように地方自治体のス  

ポーツ政策は、まだ独自性があるとは言い難く、  

国の政策に準じて各種施策が進められているのが  

実態であろう。   

現在、都道府県では国のスポーツ振興基本計画  

を受けて、広域スポーツセンター（以下、広域SC）  

の育成が進められており、平成18年4月現在で41  

都道府県に設置されているユ2）。広域SCとは、「総  

合型地域スポーツクラブの創設や運営、活動全般  

に対する支授とともに、広域市町村圏におけるス  

ポーツ振興の推進に関して、効果的、効率的に支  

接できる拠点」25）としての職能をもった組織であ  

るが、その規模や運営形態、機能は都道府県ごと  

に様々である。また、国は各都道府県に対して、  

広域SC育成モデル事業注2）（以下、モデル事業）を  

通じて広域SCの育成を図ってきたが、モデル事  
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官に幅広い裁量余地が許容されている執行過程で  

こそ、政策は形成され、形成されつつ実施され  

る」ことを指摘し、実施過程における実証的な事  

例研究の意義を指摘している。   

政策実施研究注叫ま1960年代のアメリカにおけ  

る社会政策の失敗から端を発しており、その政策  

失敗の原因を実施過程に探った研究31）以後、1卯0  

年代から80年代のアメリカにおいて政策実施研  

究は隆盛を極める。いくつかの業績をあげると、  

1975年には概念モデル35トが検討されており、そこ  

では政策実施過程を政策とその成果をつなぐプロ  

セスととらえ、そこで影響を与える要素が整理さ  

れている。政策分析の立場からは、政策実施過程  

を見落とされた現（missinglink）と名付け、政策  

決定と政策の効果の間をつなぐ連結環としての政  

策実施過程の見落としを指摘する研究三）が発表さ  

れている。また、政策実施過程をマクロレベルと  

ミクロレベルに分けて捉える視点が提起され＝、  

公式に決定された政策がより具体的な実施プログ  

ラムに翻訳される過程を捉えるマクロな視点と、  

地方や第▲一」∪ノー線の現場において、政策が想定した  

サービスが対象集団に対して供給される過程を捉  

えるミクロな視点が示されている。   

わが国においても、1980年代に入り政策実施  

に対する関心が高まる。例えば、真山によるアメ  

リカの実施研究の理論を日本の建築行政に適用し  

た研究13や自動車道送事業に対する規制と運輸省  

の行動を取り扱った事例研究20Iなどの政策実施に  

関する研究業績の蓄積が見られるようになる。そ・   

の後、政策実施過程を組織間のネットワーク管理  

という視点でとらえ、組織間ネットワークの頼型  

と管理のスタイルを示した真山の研究15）や、石垣  

による分別収集政策の実施過程における行為主体  

としての住民の行動を明らかにした研究11）などの  

1990年代の研究業績につながる。  

2．実施過程の行政分析モデル   

本研究は、真山12Jの政策実施過程における行政  

分析モデルに依拠して分析を進める（図1）。この  

分析モデルは政策実施過程に焦点を当てた行政分  

析モデルであり、①行政組織や組織メンバーの特  

性を確認し、¢）実施過程において行政組織がどの  

ような行動をしたかを知り、その活動がいかなる  

要因によって生じたのかを説明するとともに、③  

実施過程によって行政組織がどのような変化を受  

け、逆に行政組織が政策や政策アウトプットに対  

してどのような影響を与えたのかを確認しようと  

するものである。この分析モデルの基本的構造を  

みると、分析対象として、実施担当機関たる「行  

政組織」、「執行担当者」、「政策実施晴動」、「政策」  

それ自体、「社会・経済・政治的要因」の5つが取  

り上げられている。   

まず、実施を担当する行政組織の分析（回申  

［A】）の際に注月する諸要素として、対内的業務  

遂行能力と対外的組織力が挙げられる。対内的な  

業務遂行能力確保については、階層的統合の程度  

や組織内リーダー シップ、組織管理の形態と程  

度、遂行業務に必要な技術や知識の量が分析対象  

図1政策実施過程における行政分析モデル1ユ）   
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最後に社会・経済・政治的要因（図中［E】）には、  

議会・世論・マスコミなどの関心の程度や、政策  

の直接的な利害関係者となる政策の対象集団の規  

模・特性・態度、政策がもたらす負担に耐えうる  

社会の経済的資源注5）が挙げられる。  

3．調査対象と調査方法   

本研究では、国の広域SC育成政策の実施過程  

として都道府県の広域SC事業を捉えることとす  

る。そのため、文部科学省による広域SC育成モ  

デル事業（以下、モデル事業）の委嘱を受けた都  

道府県に着日し、茨城県教育庁保健体育課（以下、  

保健体育課）を調査対象とした。保健体育課は庶  

務係、学校体育係、学校保健係、学校給食係、ス  

ポーツ振興室の5つの係で構成されており、広域  

SC事業はスポーツ振興室が所管している6）。茨城  

県では、平成15年度よりモデル事業の委嘱を受  

けて広域SC事業を開始したが、事業規模は年々  

縮小されており、予算額も平成15年度は約13，000  

千円であったものが、平成20年度は約900千円ま  

で減額となっている。   

また、政策実施過程は「実施に必要な細則の決  

定や基準の設定」と「業務の執行」という二つの局  

面で構成されるが17）、本研究では、茨城県保健体  

育課が、広域SC設置準備を始めてから事業計画  

が確定するまでの「実施に必要な細則の決定や基  

準の設定」の局面に焦点を当て、公式に決定され  

た政策がより具体的な実施プログラムに翻訳され  

る過程を捉えるマクロな視点から分析を行った。   

調査方法については、茨城県広域SC設置準備  

を担当した指導主事B氏と当時保健体育課スポー  

ツ振興室室長のC氏の2名へのインタビュー調査  

に加え、関係資料を収集し分析を行った。インタ  

ビューの内容、時期、時間等の方法については表  

1の通りである。関係資料についてほ、教育便覧  

や保健体育課発刊物に加え、事業計画書等の保健  

体育課内部資料の収集に努めた。なお、保健体育  

課内部資料に関しては、茨城県情報公開条例に基  

づき情報開示請求を行い入手した。  

Ⅱ．結 果  

1．広域SC設置における政策実施活動   

茨城県における広域SC設置までの経過を表2  

に示した。茨城県広域SCの設置は、平成13年度  

に広域SC設置準備の担当者が配置されることか   

となる。また、対外的組織力の確保については、  

専門的技能と特定のアクターからの支持調達能力  

が問題となる。特定のアクターとは具体的にほ業  

務の対象集団に加え、議会や予算権限や定員査定  

をする部局、中央省庁などである。また、行政組  

織が有してい る仕事の優先順位や日常の業務のや  

を）方なども分析対象となる。   

次に、執行担当者の分析要素（回申［B】）として  

は、執行担当者の組織に対する一体感の程度、外  

部集団との結びつき、個々の執行担当者の能力が  

挙げられる。具体的にほ、一体感の程度について  

は採用形態や人事パターン、外部集団との結びつ  

きについては業務就任期間や以前の経歴、個々人  

の能力については執行担当者の習得している知識  

や技術の程度を分析することになる。   

政策実施活動（回申rc－1】）についてこの分析モ  

デルでは、実施過程は、政策が何らかの形（法律、  

条例、予算等）で公に決定されたことを契機に、  

それを具体化し実行するために必要な実施計画や  

施行基準ないし規則を設定する作業から把揺され  

る。そして、具体的な執行活動を展開する段階を  

経て、その結果として「現実のアウトプット」が  

生み出されることによって終了するとしている。  

そして、この政策実施過程において行われる行政  

組織の活動が政策実施活動である。具体的には、  

実施計画ないし施行基準の設定の段階において  

は、実質的にその設定に関与したアクターとその  

役割が問題となる。次に、具体的な執行活動（国  

中【C－2］）についてであるが、本研究では広域SC  

育成政策において、都道府県が事業計画を策定す  

る段階、つまり実施計画を設定するまでに焦点を  

当てるため、ここでは執行活動以降の説明を省略  

する。   

次に、政策（回申［D］）は、政策を実施する以  

上、実施活動が政策それ自体の影響を受けるのは  

間違いなく、分析要素として政策の有効性が挙げ  

られる。政策の有効性とは、具体的には政策の目  

的の一貫性や明確性、政策によって提供される行  

政手段（許認可・検査・報告徴収・補助金交付な  

ど）、財源、組織・人員、政策課題を解決するう  

えでの科学技術や理論などのことである。また、  

政策の公示形態や、行政組織の活動において類似  

もしくは競合する実施活動の存在や、実施担当組  

織が他に関わっている実施活動の存在なども、政  

策に対する分析要素として挙げられている。  
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衷1調査対象と内宥の鴇妾  

調査対象   B 氏（元広域SC担当指導主事）   

プロフィール  中学校保健体育科教員。県中学校体育連盟事務局の経験有。平成12年度より県教育庁保  

健体育課指導主事、指導主事2年目より広域SCを担当する。平成1′6年度に小学校に製軌   

調査目時   平成20年8月25日9：00、1l二31），平成20年8月28日1こ川（〕～1＝0   

調査場所   K市立K小学校   

調査内容   広域SC設慣の経緯、関係部局・文部科学省との交渉過程・内幕   

調査対象   C 氏（元保健体育課スポーツ振興室丘）   

プロフィール  高等学校保健体育科教員二平成5年度より県教育庁促健棒育課指導室軋その後県体育協  

会指導主事、高校総体推進室指導主事を経て、平成12年県教育庁保健体育課スポーツ係  

係長、平成13年年度より保健体育課スポーツ振興室室長と行政経験を積む∴平成15年度に  

高等学校に異動   

調査期日   平成20年9月13日17：00～19：00   

調査場所   茨城県つくば市内飲食店   

調査内容   広域SC設置の経緯、関係部局との交渉過程・内容、保健体育課の状況   

衷ユ 茨城県広域SC事業開始までの皐巨結  

年度   月   出 来 事   

＝域11 4  支署刑・学省 広域SC育成モデル啓発 開始   

平成12  ヰ  保障脚 盈鰯誌策「総合型堆域スポー∵ソクラブモデル番数7）実施推進」   

9  文節斗学者 スポーツ樹基本計画の策竃冊【・庄二城S（ごの育成（少なくてむ各県1加弼   

3  茨城県スホナノ船首申の発表 →広域SCの県内5地区へ」7こ）設置   

平成13  4  保健体育課 亙苺邑策「広域スポーツセンター構想犠打」  

広域SC担当者礪匿（広域SCの設慣に関すること）  

a   

7   

7  

！平成14 4  保健体育課 重点施策「広域スポーツセンター構想の検封」（2年目）   

】  4  広域SC担当者♂酒己置拡域SC噸置に関すること）   

4、9  

6・7   

6  文部科学ぎに平成15年度広域SC育成モデル客菜受託を回答   

8  県政世論調教〕実施（総合型クラブ竃2知度にF削‾る調査項目が追加）   

8  担当者〔文科省）クラブマネジャー儲浄営倉参加   

8  保健体育課長に事業計画の説明   

9  事業計画の課内調恵1腰内予算案・事業内掛の確定）   

9一－1  人員配置に関する総務課との交渉 →県体臨・Ⅰく運軌公園との調整   

9、一3  予期整に関する財政課との交渉   

10  教育長に事業計画の説明   

1中旬  人員配置の決定劇・指導主事の増員なし   

1下旬  人員配置の決定を受けた予算調整（嘱託職員2鋸   

1下旬  運営形態・設置場所の決定叫県直営・保健体育課内に設置   

2下旬  文部科学計V）訪問（事業計画・寿橡経軌′〕確認）→キ橡経費の精査が行われる   

3上旬  文部科学省の榊こよる人員配置の修正噸託職員1名・臨時職員1名）   

】  

3上旬  担当者文部科学省総合型地域スポ十ソクラブクラブでネジャ十鞄竜常習会参加   

3中旬  文部科学首に広域S（二育成モデル事業黎窟寸簡畜の提出   

3中旬  県議会予算案購緒 → 予算内示   

平成15   ⊥ま  茨城県広域スポーツセンター事業開始   

8  文部科学ぎ広域SC育成モデル事菜吏定通知（4月1日付卜→委託金板東定   

定」「事業計画（事業内容と予算）の決定」「設置場  

所と人的配置の決定」という視点から広域SC設  

置における政策実施活動の実態を把握する。   

ら始まり、平成14年度より設置に向けた具体的  

な準備が開始される。そして、平成15年4月にモ  

デル事業の委嘱を受け広域SCが設置されるとい  

う経過をたどる。ここでは、「設置準備開始の決  
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課は当初より広域SC設置の財源としてモデル事  

業を想定しており、モデル事業の受託を希望する  

都道府県が増加することにより、一都道府県あた  

りの補助金額が減少することを問題ととらえてい  

た。これは保健体育課内での共通認識であったよ  

うであり、C氏も補助金の存在の影響を指摘して  

いる（資料3－4）。  

（1）設置準備開始の決定   

保健体育課では、平成13年度から生涯スポー  

ツ分野の重点施策に「広域SC構想の検討」舶憧位  

置づけヰ）、広域SCの設置について検討を始めた。  

これに合わせて、広域SCに設置に関する事務分  

掌が置かれ、当時総合型クラブ育成の副担当で  

あった指導主事2年目のB氏が担当者となっが7）。   

平成13年度当時、保健体育課内に広域SCや総  

合型クラブを十分に理解している指導主事はおら  

ず、まず担当者を配置し広域SC設置に向けた検  

討を始めるという段階であった。そのため、平成  

13年度に行われた事業は、課内の勉強会や広域  

sc育成モデル事業実施都道府県への視察銅）と  

いった情報収集にとどまり、具体的な設置準備活  

動には至っていない。しかしながら、担当者であ  

りながら総合型クラブについて名称程度しか認識  

していなかったB氏にとって、広域SCの検討に  

伴う課内の勉強会が総合型クラブを理解するきっ  

かけとなっている（資料3－1）。  

資料3－2 スポーツ振興室長 C氏 口述   

やっぱl）これ（広域SC設置のきっかけ）はあれ  

なんだろう。県の計画（答申）との兼ね合いだと思  

うよ。そこで県として明確になった時点で、まあそ  

ういうことがあったし。俺としてはどのタイミング  

で始めようかと思ってたし。Kスポーツクラブがで  

きたのはいつだっけ（「平成13年」とインタビュ  

アー回答）。だから。ひとつできればね。ゼロのう  

ちはね。県としてはこの事業を始めるべきという  

（判断になった）。  

資料3－3 広域SC相当指専主事 B氏［l述   

だれの指示というか、そろそろ茨城県もやらな  
くてはいけないという雰囲気だよね。当時はC室長  

だけど。そろそろやらなきゃ補肋金がね。数が増え  

てきたら、金額は決まっているんだから。最初は5  

つだったけど、頭数で割れば、当時は大きかったん  

だろうけど、ところがそれが10、20と増えてきた  

ら金額は減っちゃんたんだよね。  

資料3－1広域SC担当指導主事 B氏 口述  

（総合型クラブの勉強をし始めたのは）13年ころ  

だねい総合型が話題になってきて、前任者がいたか  

らね。その人がビデオを見せてくれて。成岩のそれ  

でやっとイメージがわいたよね。総合型、総合型っ  

て言っても分からないのよ。あのビデオを見て、  
あっ、これが言っているやつだってわかったね。言  

柴は開いていたけどね。   資料3－4 スポーツ振興室長 C氏 口述   

この補助事業のあるなしは大きいね。今は終  

わった後どうすんだってので、なかなか厳しいんだ  

けど。でもまあ、やっぱり現実問題として、補助事  

業があるかないかっていうのは、大きいと思うね。  

だって、日体協のやり方もまさにそうでしょ。だか  

ら、どうなんだろうな。いろいろ雉しいところあるか  

も知れないけど、硯寛的にはきっかけになると恩う。  

茨城県では、平成13年3月に発表された茨城県  

スポーツ振興審議会答申に、県の取り組むべき施  

策として広域SCが位置づけられたり）。また県内  

初の総合型クラブが設立されたのも平成13年で  

ある。このように県としての政策的な根拠や環境  

条件が整うなか、文部科学省主催の会議や講習会  

等の県の事業を通じて、モデル事業や広域SCの  

情報を得ていたC氏は、平成14年度よを）広域SC  

設置に向けた本格的な準備を開始することを決定  

する。（資料3－2）   

また、広域SC担当者であるB氏は、茨城県が  

広域SC設置準備を開始した背景として、国の補  

助金の影響を指摘している。（資料3－3）当時、広  

域SCを設置したすべて都道府県が、国のモデル  

事業の委嘱を受けており、保健体育課も国主催の  

会議等を通じてそれら先行自治体の情報を把接し  

ていた。県独自予算の確保が困難な中、保健体育  

（2）事業計画（事業内容と予算）の決定   

平成14年度に入り、「広域SC構想の検討」は  

重点施策2年日を迎え、広域SC設置に向けた実  

質的な準備として事業計画が策定された。   

B氏は、指導主事3年日を迎え、前年度に引き  

続き広域SCの担当として広域SCの事業計画策走  

を一任された。他の事務分掌は軽減されており、  

広域SC設置準備に集中できる環境が作られてい  

た。この環境がB氏の広域SCに対する意欲を高  

めることにつながっている。（資料3－5）   

年度当初、B氏は文部科学省による広域SCの   
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内で承認され、9月上旬に保健体育課としての概  

算要求額が確定する注12） 

り月に入ると、事業計画策定は教育庁財政課  

（以下、財政課）との交渉に移る注13）。財政課は、  

モデル事業実施要項や県の人員配置から予算額を  

修正するが注14）、事業内容自体を指摘・修正する  

ことはなかった（資料3－7）。このように財政課は、  

モデル事業の実施要項の範囲で事業計画を策定して  

いる限り、つまり県予算からの支出がない限りは、  

事業計画に関して修正を加えることはなかった。   

一方で、財政課はモデル事業が終了する平成  

17年度以降の事業計画案の提示を求めた。その  

要請をうけて保健体育課では平成15年度から17年  

度までの3カ年の事業計画案を作成していが三15） 

その事菜計画案は、モデル事業期間中に情報ネッ  

トワークの構築やビデオ・リーフレットなどの啓  

発資材の作成など、一時的に多旗の予算が必要な  

事業を済ませ、モデル事業終了後には啓発事業を  

中心とした継続的な事業を実施する内容となって  

いた（資料3－7）。また、予算規模も年度ごとに縮  

小させており、平成15年度の予算額が約15，000  

千円で積算されているのに対して、平成17年度  

の予算額は約7，000千円と積算されている。さら  

に、県独自の予算が必要となる平成17年度には、  

スポーツ振興くじ助成を活属することにより県予  

算からの支出をさらに抑えることとしていた。財  

政課との交渉は、文部科学省との調整が終了する  

3月中旬まで続くが、大枠の事業計画は総務課に  

より人員配置が決定する1月中旬に確定した。   

事業計画に関する文部科学省との交渉は、県の  

事業計画が確定した1月下旬以降に始まる。B氏  

資料3－5 広域SC担当指導主事 B氏 口述   

まずは自［‡〉1に作れっていうことで、－・・・，・▼・任されて  

いたよ。何にもないところから作れっていうのは而  

仁†いんだよね。優先度は高かったから、おれの分掌  

は少なくしてもらったと思うよ。  

ガイドライン「広域スポーツセンターについて」  

や広域SC育成モデル事業実施要項などから事業  

計画作成に必要な情報を収集している。6月に入  

ると、事業計画の策定のために広域SC設置済みの  

先行都道府県に対する質問紙調査を実施したは机。  

調査内容は道営形態や人員配置、具体的な事業内  

容や予算額などであり、より詳細な情報について  

は、個別に事業計画書や事業報菩層を取り寄せた  

りfi三川）、電話で確認を行ってい る。7月に入ると、  

この調査結果をもとに事業計画のたたき台を作成  

している（資料3－6）。このような他の都道府県へ  

の調査・聞き取りについて、C氏は新規事業を行  

う際の一般的な手順と述べており、広域SC設置  

においても都道府県間の相互参照の影響が強く働  

いていたことが分かる。  

資料3－6 広域SC担当指導主事 B氏 口述   

前にやったところ、とにかく規模的に同じくら  

い。F県とか何千万とかかっているのは無理で  

しょ。N県とかそのくらい。前にモデル事業をやっ  

た県から全部資料もらったよね。それで自分たちの  

中でどこ までできるかなってところで、計画したよ  

ね。必ず財政課からもほかの県はどうなんだって開  

かれるから。とにかくいっぱい資料もらって、だか  

ら自分たちでできること。S運動公園にもっていき  

たいよって言っても。上にそれは止められてて。3  
年目以降保健体育課やS運動公園でもできるレベ  

ルってどのくらいかなって。それで電話ヤフアック  

スなどで、先行した県の人と相談した。先行事例の事  

業だよね。電話かけまくって、嚢料をもらったよね。   

資料3－7 広域SC担当指導主事 B氏 口述   

佗のときは、財政は10／10だから、特に何の指  

摘もなかったよね。予算を取っておくだけの話だか  

ら。自分の県の財布は痛まないわけだから。将来的  

な指摘はあったけどね。そんなに金を削れたことは  

なかったね。けど、将来的なことは出したよ。もち  

ろん、モデル事業終わった後は、最初の年はいくら  

かかるかはわからないからね。800万・900万くら  

いで資料を作って出したと思うな。財政課だって、  

1・2年目で終わるっていうなら、何の文句も言わな  

いけど。向こうで全部全くれるなら。ところが継続  

してやるよって話だとどのくらい金かかるんだっ  

て。まずは1年目、2年目でいっぱい金佗って、ビ  

デオ作ってHP作って、あとは金がかからないよう  

にするよって説得したよね。   

8月上旬、B氏は先行都道府県の情報をもとに  

最初の事業計画案を作成し、上司であるC氏に提  

案している。この際、C氏は事業計画案の予算規  

模をモデル事業終了後に県単独予算で継続できる  

程度まで減額するよう指示しているが癌川、事業  

内容については特に修正を加えていない。その  

後、この事業計画案は保健体育課内で稟議にかけ  

られるが、庶務担当から対象経費に関する指摘を  

受けるものの、スポーツ振興室員、庶務、課長補  

佐、課長いずれからも事業内容について指摘され  

ることなく、8月下旬に事業計画案が保健体育課  
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は2月下旬に事業計画に対する助言と対象経費の  

確認のために文部科学省を訪問し、文部科学省の  

担当者と打ち合わせを行っている。しかしなが  

ら、文部科学省からは、モデル事業の対象経費に  

関する指摘はあるものの、事業内容に対して助言  

や指導が行われることはなかった（資料3－8）。  

資料3－9 広域SC担当指導主事 B氏 口述   

俺はS運動公園に。俺が自分でいってやるって  

言っていたんだ。結局、国のもともとの話が地域の  

スポーツ拠点に置くよって。福岡も富山だってそう  

でしょ。福島も。そうやらなきゃならないよって  

言っていたのに、はたしてこれわかっちヤったらど  

うなのかなあと思ったんだ。計画書上はS運動公園  

になっているのは、そうでなければ、国からお金も  

らえないでしょ。ただそこで何ができるのだろうっ  

てことで。本当はアドバイザーを置いて。S運動公  

園のメイン競技場の空き事務所に行けば、なにかビ  

デオとか総合型にかかわる資料が全部置いてあっ  

て、誰かが、どこかの市町村で指導してもらいたい  

というときに、そこに行けば、いつでも指導しても  

らえて、カルテ的なものができれば一一番いいのか  

なって思ったんだよな。  

資料3－8 広域SC担当指導主事 B氏 口述   

文部省からは、これは合いますこれは合いませ  

ん。それだけだから。お金の使い方の指摘があった  

くらいだよね。〈中略〉文科省からの事業内容につ  

いての指摘はないね。事業計画を持っていって、看  

板（広域SCの立て看板）が認められるかどうかと  

いうレベルの話だから。向こうの担当者とこんな事  

業はどうでしょうかって言う話はない。作った計画  

の金額が出せるか出せないかだけだから。  

資料3－10 スポーツ振興室長 C氏 口述   

結局1か所ではどのみちだめだろうと、県内全域  

に出ていくわけだから、最初はS運動公臥それは  

基幹的な県営のスポーツ施設なんだから、そこに広  

域SCをまず始めるけれども、そのときはたぶんま  

だそんなに（総合型クラブの）数は多くないだろ  

う。当初はそこでやり始めるけれど、最終的には  

44、まあ当時は7・80市町村あったのだけれども。  

そういった全域に（総合型クラブが）広がった時に  

は1か所では対応しきれない。そ・れが、県南、県北、  

県西、水戸、鹿行とそういうものをやって、なおか  

つそこにT大学なりi大学をどうかかわってもらえ  

るかということをイメージして、5か所ということ  

言っているわけ。5か所っていうのは、A県の一般  

的な地区の分け方ですから。  

（3）設置場所の決定と人員配置   

広域SCの設置場所について、文部科学省の広  

域SCモデル事業案施要項24）には「広域市町村圏  

を基盤とする地域内における中核的なスポーツ施  

設を広域SCに指定するものとする」と記載され  

ている。しかしながら、茨城県は、事業計画書上  

ではS運動公園を広域SCとして指定する施設に  

しているものの、S運動公園は形式的な窓口機能  

にとどまり、事業の企画・運営等の実質的な機能  

は保健体育課が担っていた。また、設置数につい  

ては、茨城県スポーツ振興審議会答申で「県内5  

生活圏単位程度での設置」と述べられているにも  

かかわらず、実際の設置数は一か所にとどまって  

いる注16〕。このように広域SCの設置場所について  

は、実施過程において国や県の政策からの兼離が  

みられる。   

広域SC設置場所を選定するにあたり、当初B  

氏はモデル事業の実施要項に従って、県の中核ス  

ポーツ施設であるS運動公園に広域SCを設置す  

る案を作成しており、施設内での事務所の設置場  

所など具体的なイメージも持っていた（資料3－  

9）。また、広域SC設置準備を開始した平成14年  

当初は、保健体育課では13年度のスポーツ審議  

会答申を意識しつつ、まずは広域SCを県の中核  

施設であるS運動公園に設置したうえで、総合型  

クラブの増加に合わせて段階的に広域SCを設置  

する構想を持っていた（資料3－10）。このように  

広域SC設置場所の選定開始段階では、保健体育  

課の見解は広域SCをS運動公園に設置すること  

で統一されていたことが分かる。   

一方、設置場所の選定と同時に、広域SCの道  

営を円滑に進めるために、保健体育課ではS運動  

公園への人員配置を合わせて計画しており、9月  

下旬には保健体育課の人員増員を教育庁総務課  

（以下、総務課）に要求している。当初、保健体  

育課では専任指導主事2名の増員とモデル事業補  

助金によって雇用した嘱託職員2名を配置する計  

画であった注17）。保健体育課において総務課との  

交渉を担当したのはB氏であり、平成14年10月か  

ら平成15年1月の間、事務量や所要時間の積算や、  

先行都道府県に対して人員配置に関する調査注18）  

を実施して、総務課の説得を試みている注】別 。し  

かしながら、当時、高校総体といった県全体とし  

ての重点事業以外で増員を行うことは難しく、総  

務課との交渉は難航した。   
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また、C氏が「その辺（指導主事の配置）は要  

求したけど、最初から取れるとは思ってなかっ  

た」と述べているように、保健体育課では指導主  

事の人員配置が行われない場合を想定していた。  

そこで、スポーツ振興室から指導主事1名をS運  

動公園に派遣したうえで、専門的知識を有した嘱  

託職員をモデル事業委託費で雇用する計画を、指  

導主事増員と並行して検討していた（資料3－11）。   

また、S運動公園は財団法人茨城県体育協会  

（以下、県体協）が受託管理しており、広域SCを  

S運動公園に設置し、指導主事を配置するために  

は、県体協の理解を得ること不可欠であった。そ  

のため保健体育課ではC氏が中心となり、県体協  

への広域SC事業の運営委託も含めて、広域SCの  

説明や県体協との交渉を行っている。しかしなが  

ら、県体協からは広域SCのS運動公園設置につ  

いて、前向きな回答を得ることはできなかった  

（資料3－12）。  

1月中旬に総務課によって広域SCに対する指  

導主事増員が見送られた。県体協への広域SC委  

託交渉が不調に終わったこともあり、C氏は広域  

SCをS運動公園で道営するという当初の計画を  

見送り、保健体育課内で事業を行うことを決定L  

た（資料3－13）。しかしながら、モデル事業実施  

要項上、スポーツ施設内に設置することが必要な  

ため、S運動公園に窓口機能のみを残すことと  

なった。   

なお、最終的な人員配置は、文部科学省から対  

象経費上の指摘を受け、専任の嘱託職員1名と臨  

時職貞1名をモデル事業で雇用し、保健体育課の指  

導主事が他事業との兼任で担当することとなった。  

資料3－13 スポーツ振興室艮 C氏 口述  

（保健体育課内に広域SCを設置することについ  

て）14年度の段階では、予算要求の中でやむなしと  

いうことで決まった。指導主事がつかなかったこと  

でやむなしということで決まった。向こう（県体  

協）は余計な仕事だと思っているからね。プラスア  

ルファの仕事だと思ってるから。〈中略〉余計な仕  

事でそんなことは保体でやれよって言っている限り  

では、やっぱー）その意識にはならないな。そのレベ  

ルであれば（広域SCを道営するのは）保体でいいっ  

て判断だな。  

2．政策実施活動に影響を与えた要因   

ここでほ、茨城県における広域SC設置に関す  

る政策実施過程に影響を与えた要因について、  

（1）行政組織、（2）執行担当者、（3）政策、（4）  

社会・経済・政治的要因の視点から分析を行う。  

（1）行政組織   

組織的には、課長以上の管理職や教育長といた  

県のトップマネジメントの広域SC事業への関与  

は極めて限定的であり、管理職やマネジメント層  

のリーダーシップが発揮されていない。総務課、  

財政課、県体協といった外部アクターとの交渉  

は、担当者もしくはスポーツ振興室長（係長）が  

行っており、担当係の範囲を超えていない。ま  

た、当時は高校総体を控えスポーツ政策における  

広域SC育成の優先度は低く、課長の広域SCに対  

する理解も十分ではなかった（資料3－14）。   

また、広域SCに関する情報や役割が担当者に  

集中し、佃のアクターの関与が限定的であった。  

資料3－11 スポーツ振興室長 C氏 口述   

県が担当するんだから、その意味での担当者が  

必要だろうと。ただ、人の配置というのは、お金を  

取るより難しいと思っていた。当初から。だから、  

この計画そのものをやると。それは、駿悪は自分の  

今のところの指導主事でもよいかなと思っていた。  

俺は。それに、嘱託とかである程度（総合型クラブ  

について）分かっている人を配置して、その中で  

（指導主事が）覚えていくということが現実的かな  

と思っていたよゴユ。そいつらだけで、いくら指導主事  

2名配置しても素人2名ではどうにもならないから。  

資料3－12 スポーツ振興室長 C氏 口述   

将来的にS遇動公園に持っていくという時に説  

明をするつもりだったけど、体協に十分に説明した  

かといえば、説明してなかったかもしれないし、体  

協としてもそういく意識はなかったね。〈中略〉事  

務局長には（企画運営員の）メンバーにはいっては  

もらっているけどね。俺としてはS運動公園に置き  

たかったわけだから。そういうことは言っているわ  

けだし、それ（広域SCの道営）は誰も対応できる  

やつがいないよっていう話だった。体協としては、  

それ（広域SC）は保体に置いといてくれよという  

のが本音だったんじゃないの。  

資料3－14 スポーツ振興室長 C氏 口述   

課長にすれば、こういう文科（省）の事業がある  

わけだから、それに伴って係がやっている話だとい  

う理解だったな。それについて、われわれの説明を  

超えるものをお持ちではなかったと思うね。このこ  

とについてね。   
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茨城県では、対象経費等についてはC氏や庶務  

係、財政課等からの指摘により修正を加えている  

が、事業内容については一貫して担当者であるB  

氏が作成している。先行都道府県からの情報収集  

や文部科学省主催の講習会等への参加を通じて、  

担当者が総合型クラブや広域SCに対する専門性  

を高める中で、保健体育課内外のアクターは事業  

内容に意見をすることはなくなっていった。   

また、都道府県間の相互参照により事業実施に  

必要な知識や技術の大部分が集められていた。県  

政世論調査など独自の情報源も存在していたが、  

事業実施の決定、事業内容や予算規模、人員配置  

など、広域SC設置のすべての段階で先行都道府  

県の情報が参考・根拠となっている。  

（2）執行担当者   

B氏は保健体育課に配置される以前は中学校教  

員であり、その経験の中で中高生の生活環境や遁  

動部離れに問題意識を持っていた（資料3－15）。茨  

城県広域SC事業では、中学・高等学校校長会会  

長の企画運営員の委嘱や仝公立学校の体育主任に  

対する総合型クラブの説明会の実施といった学校  

を重視した事業が実施されており往20）、事業内容  

に担当者個人の問題意識が反映していることが窺  

える。また、この担当者個人の問題意識が、B氏  

を広域SC担当として動機づけていたことが窺え  

る（資料3－16）。  

資料3－16 広域SC担当指導主事 B氏 口述   

ゼロから作れるのは面白いんだよね。自分で調  

べてきて。それに、自分でも中学校・高校の部活動  

の問題も感じていたし、それを何かクリアできる答え  

が出てくるんじゃないかという思いもあったからね。  

（3）政策   

茨城県における広域SC設置は、その財源を当  

初よりモデル事業の委託金に依存していたため、  

国の政策であるモデル事業の影響を常に受けてい  

る。それは、全国的な広域SC設置数の増加に伴  

うモデル事業補助金の減少という要因が広域SC  

設置準備開始の背景となっていたことからも窺う  

ことができる。また、中核スポーツ施設に広域SC  

を設置するというモデル事業実施要項にしたが  

い、広域SCの実質的機能を保健体育課が有しつ  

つも、S運動公園に窓口機能を残して広域SC設  

置場所としたことからも窺うことができる。   

一方で、県スポーツ振興審議会の答申は、県独  

自の政策的な背景として、広域SC設置準備開始  

のきっかけとはなっているものの、財源的な裏付  

けがないこともあり、「県内5生活圏単位程度で  

の設置」といった答申の独自性は事業計画に反映  

されていない。  

（4）社会・経済・政治的要因   

当時、総合型クラブや広域SCに関する社会的  

な認知は十分でなく、市町村の行政担当者やス  

ポーツ関係団体に対して保健体育課が啓発を進め  

ようとしている段階であった。また、茨城県では  

平成14年度に高校総体開催を控えており、高校  

総体推進室の設置やスポーツ担当の派遣社会教育  

主事が開催市町村に優先的に配置されるなど、茨  

城県としても高校総体成功に向けた体制が作られ  

ていた。そのような中で、保健体育課では、高校  

総体終了後の住民のスポーツ欲求の受け皿やス  

ポーツ活動の定着が課題となっており、総合型ク  

ラブはそれらの課題解決の手段として検討されて  

いた。（資料3－17）。   

一方で、経済状況の悪化の中、茨城県の財政状  

況も厳しさを増しつつある状≠兄であった。そのた  

め、新規事業を行う際に県の独自予算は確保しづ  

らい状況であり（資料3－18）、モデル事業等を活  

用せざるを得ない状況にあったと思われる。   

県議会では、平成12年度の文数治安委員会に   

資料3－15 広域SC担当指導主事 B氏 口述   

お俺は中学校の教員だから。中学生の子供たち。  

部活引退したら7月から遊動しないんだよ。高校も  

加入率は3割。7剖の子供はやっていないんだよ。  

で、市民体育館はあいているんだよ。昼間の4時か  

ら5時なんて空いているでしょ。あいつらのエネル  

ギーをね。高校行って部活やるのは嫌だけど、過に  

1回、2回バスケやiったいって子はいるんだよ。そ  

れが家にもぐっちゃう。これではしょうがないだろ  

うね。一般の人たちは7時くらいから使えるだろう  

けど。5暗から7時までならあいているんだよね。大  

げさな言い方すれば、青少年の健全育成だよね。  

つっぱりのお兄ちゃんほ社会的ルールや学校のルー  

ルは守らないけど、スポーツのルールは守るから  

ね。そこら辺で、コンビニでバイトしたり、駅前と  

かでプラプラしているくらいならjユ。だから、俺は  

高齢者のどうのこうのっていうのはあんまり考えて  

いなかった。  
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響を受けていた。そのため、県独自の政策課題の  

設定と政策決定が求められるモデル事業終了後の  

施策については十分に検討がされておらず、予算  

や事業規模は縮小せざるを得ない状況になった。  

また、茨城県の広域SC設置における政策実施活  

動は、行政現場で「担当制」や「係行政」という  

言葉で表されるように担当者・係からボトムアッ  

プで進められており、担当者に広域SCに関する  

情報や役割が集中していた。また、高校総体とい  

う県としての重点施策が展開される中、広域SC  

設置においては管理職やマネジメント層のリー  

ダーシップが十分に発揮されなかった。そのた  

め、予算や人事権をもつ部局や事業の継続や発展  

に欠かせない関係団体からの支持を得ることがで  

きなかった。   

茨城県の広域SC事業の実施過程から、都道府  

県のスポーツ行政体が国の政策の実施過程を担う  

うえにおいても、都道府県独自の「スポーツの問  

題」33）を出発点として政策課題を設定し、政策決  

定、実施、評価という県としてのマネジメントサ  

イクルを回す必要性や、予算や人事権をもつアク  

ターからの支持調達能力を保持するためにマネジ  

メント層を巻き込むことの重要性が示唆された。   

なお、本研究では政策実施過程のうち、事業計  

画の策定という実施過程におけるマクロな視点に  

焦点を当てており、実際の執行活動というミクロ  

な視点についての分析がなされていない。政策実  

施活動の実態をより正確に把握するためにも、今  

後は執行活動の分析が求められる。また、本研究  

は、広域SCがモデル事業終了後に縮小した事例  

の一つとして茨城県を取り上げたものであり、都  

道府県のスポーツ政策の実施過程として一般化で  

きるものではない。今後、より一層の事例研究の  

蓄積が求められる。  

付 記   

本稿は、平成19・20年度日本学術振興会科学研  

究補助金（基盤研究（B），課題番号19300214）によ  

る研究成果の山部である。  

注  

注1）広域政府に関する都道府県の規模に関する  

議論は野田（2007）を参考にしたユり）。  

注2）広域SC育成モデル事業とは、平成11年度  

より文部省により実施された、総合型クラ   

資料3－17 広域SC担当指導主事 B氏 口述  

14年がインターハイだったでしょ。結局あの頃  

のスポーツ振興室のメインになっていたことほ、イ  

ンターハイ。終わった後の地域に格差した。たとえ  

ば、W市で相撲やったでしょ。それがW市に相撲  

という娠技が根付くかどうか。H市のアーチェリー  

だっけ。茨城県内でも地域に根ざしたところってあ  

るじゃないですか。M市やⅠ市あたりだったら、ハ  

ンドボールとか。そういうのをどうするのか。イン  

ターハイが終わった後、ポストインターハイ。その  

他城でどうしていくのか。  

資料3－18 広域SC担当指導主事 B氏 口述   

あの時は非常に厳しい時だから。予算もマイナ  

スマイナスでやってた予算編成だから。こういう事  

業をやりたいからっていっても財政課からいいよと  

は言われないし、あの2jF間でどこまでいけるかと  

いうことだったね。  

おいて初めて総合型クラブが取り上げられてお  

り、総合型クラブと部活動との関係に関する質問  

がなされた。また、13年の文教治安委員会におい  

ては県内の総合型クラブの育成状況に関する質問  

が出されており、保健体育課長が答弁を行ってい  

る。これ以降、教育長や保健体育課長の答弁や事  

業説明において、総合型クラブ育成施策として広  

域SC事業が説明されるようになった翫1）。C氏や  

B氏はインタビューにおいて、県議会議員からの  

影響を否定しているが、県議会において総合型ク  

ラブ育成に関する質問が増える中、保健体育課と  

しても総合型クラブの育成に具体的な形で取り組  

まざるを得ない状況になったことが窺える。  

IV．結論と今後の課題   

本研究の結果、茨城県教育庁保健体育課におけ  

る広域SC育成政策の実施過程の実態が明らかに  

なるとともに、茨城県広域SC設置における政策  

実施過程に影響を与えた要因が次のように明らか  

となった。   

茨城県の広域SC設置準備は、国の広域SC育成  

モデル事業の存在と他県の動向を背景として始  

まった。そこには広域SCに関係する県独自の政  

策課題やスポーツ振興の将来像はなく、まさに国  

の政策の実施過程であったといえよう。茨城県広  

域SC事業の事業計画は、国のモデル事業が前提  

となっており、財源・事業内容ともに国の政策や  

先行都道府県間の相互参照ネットワークに強く影  
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注17）保健体育課内部資料（平成15年度教育長等  

職員定数について）より  

注18）保健体育課内部資料（広域SCに関する調  

査）より  

注19）保健体育課内部資料（広域SCに正規職員  

を2名配置する事由）より  

注20）保健体育課内部資料（平成15年慶事業計画  

書）より  

注21）茨城県議会HP（http：／／www．pref．ibaraki．jp／  
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